
市民の皆さんに松戸市人事行政の運営等の状況について理解していただくため、その概要をお知らせします。

問 人事課 TEL：047-366-7306

◆職員の任免および職員数等に関する状況

1．部門別職員数の状況と主な増減理由（各年4月1日現在）

（注） 1　職員数は、一般職（常勤）に属する職員数です。

2　【　　　】内は、条例定数の合計です。

2．職員の採用および退職の状況（平成27年度：平成27年4月1日～平成28年3月31日）

（注） 市長部局等には教育委員会を除く各行政委員会を含みます。
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3．年齢別職員構成の状況（平成28年4月１日現在）

　

4．職員数の推移

（単位：人・％）

（注） 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

平成24年度

437

3,818

1,102

2,718

440

499 498

2,716

452

1,822

450

平成25年度 平成26年度

441 342

人

398

457341 124396 389

人

471 432

平成27年度 過去5年間の増減数（率）

499

2,720

人

1,763

教育

消防

472

502

総合計

445

1,756

320

3,995

1,230

2,765 2,788

区分

3,847

（5年前）

（ 5.6% ）

6

人

406

461 （ △ 4.7% ）

535

人人人 人

以上

60歳52歳

31

人

4,050

人

246

人 人人

（H28） 204

一般行政

人

公営企業等会計計

2,737

3,836

1,099

普通会計計

平成23年度

6

人

499

228 280

1,779

人 人人 人

～

47歳

56歳

人人

～

40歳

人

59歳

人

4,050477

3,836

55歳51歳

合計

～ ～～

職員数 人

20歳

人

～

人

区　分

23歳未満 27歳

～

28歳20歳

39歳 43歳

24歳 36歳

35歳31歳

～～

44歳32歳 48歳

～

467

職員数

1,262

1,841

（ 14.8% ）1,129 1,163

3,883

（ △ 1.0% ）

439

497

（ 4.4% ）78

214

（ 1.9% ）51

1,782

△ 5

△ 22

163

平成28年度

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

H28

H23

2



◆職員の給与の状況

1．総括

(1)人件費の状況（普通会計決算）

人

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注） 1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数は、平成27年4月1日現在の人数です。

(3)ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注） 1　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、

   学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。国家公務員の

   給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。   

2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。   

3　平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値である。

※　平成28年4月1日のラスパイレス指数が、①3年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②3年連続で上昇している場合、③100を

　　 超えている場合について、その理由及び改善の見込

平成27年度

給料

千円

6,561

区分

3,177,790

一人当たり

4,188,821

職員手当

　　　　　千円

17,502,579

人件費　B歳出額　A　 実質収支
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　　　　　　％
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　　　　　　　　　　　％
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千円 千円
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18.4

（参考）

平成26年度の人件費率（平成27年度末）
人件費率　B/A

（要因）

（改善方法）

短大及び高校卒の経験年数20年以上の平均給料額が高いため
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(4)給与制度の総合的見直しの実施状況について

【概要】国の給与制度の総合的見直しにおいては、表級表の水準の平均2％の引下げ及び地域手当の支給割合の見直し等に取り組むとされている。

①給料表の見直し

実施内容（平均引下げ率、実施（実施予定時期）、経過措置の有無等具体的な内容（未実施の場合には、その理由））

②地域手当の見直し

実施内容（国基準における場合の支給割合及び当該団体の支給割合

③その他の見直し内容

2．一般行政職給料表の状況（平成28年4月1日現在） （単位：円）

（注） 給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

7級5級4級

286,200 317,000
給料月額

348,800

140,100

給料月額
246,100

2級

190,200

最高号給の
405,400303,000 492,900458,700

1号給の

（支給割合）

（実施時期）

管理職員特別勤務手当について、国と同様に見直しを実施。（平成27年4月1日実施）

　国基準10％に対し、本市においても10％を支給。

　平成27年4月1日より実施。

 （改定実施時期）

 （　内　　容　）

平成27年4月1日

一般行政職の給料表について、国の見直し内容を踏まえ、平均2.94％、最大7.6％の引下げ。

激変緩和のため、3年間（平成30年3月31日まで）の経過措置（現給保障）を実施。

他の給料表については、一般行政職との均衡を踏まえて見直しを実施。

379,800

8級

259,900

1級 3級 6級

361,300

424,600

406,900226,400
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3．職員の平均給与月額、初任給等の状況

(1)職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額の状況（平成28年4月1日現在）

　　　①一般行政職

歳 円 円 円 年

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

円 円

円 円

円 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

※　年収ベースの「公務員（C）」および「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

     期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

（2)職員の初任給の状況（平成28年4月1日現在）

Ⅰ種 円

Ⅱ種 円

円 円 円

円 円

（3)職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成28年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

千葉県

267,400
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- - - -

-

53.1 256人
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A
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379,345398,307

365,947
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-50.4

-

- - -
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290,300
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国

松戸市

平均給与月額

松戸市

千葉県
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331,816

40.9

平均年齢 平均給料月額

41.9 320,939 413,111 373,979

区分

372,263

うち用務員

52.9 322,693 384,075

41.6 320,654 421,118

うち清掃職員 485,627

国

区分

43.6

うち給食調理員 54.0 85人

平均給料月額

公務員

341,083

（国ベース）

類似団体

287,447

313,902

53.1

千葉県

39人

区分

183,300 円

149,000

146,700

－

高校卒

経験年数10年

一般行政職
259,900

－

270,600

高校卒

55.2

平均給与月額

1.34

-

1.67

国

289,80044.0

45.3

中学卒

－

144,600

－

－

区分

301,700 360,100

高校卒 149,000

経験年数20年

技能労務職

技能労務職

経験年数15年

大学卒

高校卒

254,300

129人

参考

5,974,116

6,398,219

C

うち用務員

区分

1.63

2.19

146,700

-

3,968,100

C/D

うち清掃職員

松戸市

D

176,700

181,200
大学卒 183,300 円

松戸市

うち給食調理員 3,931,500

類似団体

公務員

7,855,198

年収ベース（試算値）の比較

1.98

--

2,732,900

一般行政職

49.3 337,535 404,997 379,345

-

429,934

357,258 用務員

廃棄物処理業

199,900

329,358

- -

参考

382,344

-

306,357

　　　 -

419,508

410,984

平均給与月額 平均給与月額（国ベース）

-

平均勤続年数

調理士

職員数
平均給与月額

371,071

B

-

13.9

378,347
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4．一般行政職の級別職員数等の状況

（1)一般行政職の級別職員数の状況（平成28年4月1日現在）

（注） 1　松戸市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

  

（2)昇給への勤務成績の反映状況

※松戸市においては実施しておりません。

％

％

人

2.4
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22.7
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主幹、係長

部長、次長

2級
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1,400

3.4
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％15.6
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人 100.0
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10.8

人
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％

33
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3級, 15.6% 3級, 14.9%

3級, 8.9%
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4級, 10.1%

5級, 22.7% 5級, 21.0%

5級, 25.2%

6級, 7.5% 6級, 8.8%

6級, 15.8%

7級, 7.4% 7級, 8.0%
7級, 12.6%

8級, 2.4% 8級, 1.8% 8級, 1.7%

9級, 0.0% 9級, 0.6%
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5．職員の手当の状況

（1)期末手当・勤勉手当

１人当たり平均支給額（平成27年度） １人当たり平均支給額（平成27年度）

千円 千円

（平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合） （平成27年度支給割合）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算 5～15％ ・役職加算 5～20％ ・役職加算 5～20％

・管理職加算 10～25％ ・管理職加算 10～25％

（注） 　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

※勤務実績に応じて、最大30%まで加給

（2)退職手当（平成28年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　自己都合 定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　自己都合 定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

退職前早期退職特例措置 （2％～45％） 退職前早期退職特例措置 （2％～45％）

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の1人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。

(3)地域手当

（平成28年4月1日現在）

％ 人 ％

※平成27年4月1日現在

（注）地域手当補正後のラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、

　　　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

（補正前のラスパイレス指数　×　（1＋当該団体の地域手当支給率）　/　（1＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

  

（1.45）月分 （0.75）月分

49.59

1,707

期末手当 勤勉手当

2.60　月分 1.60　月分

国の制度（支給率）支給対象職員数（平成28年度）

（1.45）月分 （1.45）月分

49.59

支給率支給対象地域

392,447

10

25.55625

1,158,113

1.60　月分

支給実績（平成27年度決算）

　（　ラスパイレス指数　）

103.4　※

（　103.4　）　※

期末手当 勤勉手当

6,071

松戸市

2.60　月分

34.5825

2,917

49.59

49.59

21,647

地域手当補正後ラスパイレス指数

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

49.59

2.60　月分

円

期末手当

29.145

国

34.5825

（0.75）月分

―

（0.75）月分

25.55625

千円

千葉県

1.60　月分

松戸市

29.145

49.59

41.325

10

41.325

20.445

全地域（医師以外）

20.445

国

勤勉手当

1,445
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(4)特殊勤務手当（平成28年4月1日現在）

(5)時間外勤務手当

 （注） 職員1人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績」と同じ年度の4月1日現在の総職員数（管理職、教育職員等、

制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

災害出場、救急出場

千円

千円

職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算）

支給実績（平成26年度決算）

し尿・ごみ等収集処理

教育職員特別業務手当

環境衛生従事手当

特殊車両運転手当

し尿・ごみ等収集処理手当

税務外勤手当

手当の名称 左記職員に対する支給単価

防疫等作業手当

危険作業手当

75円/日

消防出場手当

主な支給対象業務

医療職

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 円

％

消防職

税務職

事務職

事務職料金等徴収手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度）

行旅死病人取扱手当

38.4

14

支給実績（平成27年度決算）

技労職

防疫作業、害虫駆除等

特殊現場勤務手当

技労職

821,294

大型車両、特殊車両運転

52,016

45,829

千円

大規模災害等、消防水中訓練

500円/日

2,000円（病人）、3,000円（死人）

300円/日

感染症患者治療等

200円/日

不快職場、土日勤務職場、延長保育

400円/回

300円/日

351

千円

教育職

技労職

事務職、技術職、技労職

教育業務連絡指導手当

教育職

教育業務

千円

824,495

職員１人当たり平均支給年額（平成26年度決算）

365

支給実績（平成27年度決算）

500円/日

100円～2,000円/回

250円/日生活保護者の認定、面接、訪問等

通常保育

有害物取扱、高所作業

外勤・対人折衝

行旅死病人の処理作業

130円～600円/日

1,700円以内/日

200円/回

教育業務

事務職

事務職、技術職、技労職

500円/回

滞納分の料金徴収

調理員

150円～1,500円/日

主な支給対象職員

保育手当

生活保護等面接手当

手当の種類（手当数）（平成28年度）

8



（6)その他の手当（平成28年4月１日現在）

円

円

円

円

円

円

異なる

支給実績
（平成27年度決算）

　月額54,400円～114,000円を支給

0
および支給額

役職分類

自動車等使用
233,203

初任給調整手当

○医療職俸給表(一)の適用を受ける職員

　月額184,100円以内を支給
0

異なる

（平成27年度決算）

国の制度と
異なる内容

平均支給年額

○管理又は監督の地位にある職員

236,646

775,708

同じ

　時間単価の3.5割増×時間数を支給

　定期券は6ヶ月定期等最も経済的なもの

　使用距離に応じて月額3,000円～

　25,500円を支給

○自動車等を使用する場合

千円

者の距離区分

役職分類

異なる

異なる

千円

千円

千円

190,737

および支給額

および支給額

337,433

255,323

支給額

持家居住者の

最低限度額

89,486

153,531

215,754

支給職員１人当たり

千円

6,500円

5,000円加算

管理職手当

休日勤務手当

住居手当

通勤手当

6,500円

　勤務した職員

○休日における正規の勤務時間中に

　定期代等月額55,000円までは全額支給

　家賃額に応じて27,000円を限度に支給

1人につき

○借家・借間居住者

○配偶者以外の扶養親族

　（高校生～大学生）

○上記のうち満16歳となる年度初めから

2人目以降

○電車・バスを利用する場合

　満22歳の年度末までの子

○持家居住者 5,000円

　家賃が月額8,500円を超える場合、

手当名
国の制度
との異同

同じ

11,000円

内容および支給単価

○独身者が扶養している場合

○配偶者

扶養手当

1人目

13,000円

245,529

千円借家・借間の

9



6．特別職の報酬等の状況（平成28年4月1日現在）

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

円 円 ／ 円

　 （平成27年度支給割合）

月分

　 （平成27年度支給割合）

月分

　　 （算定方式）

円

円

（注） 退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額および支給率に基づき、1期（4年＝48月）勤めた

場合における退職手当の見込額です。   

400,000

1,130,000 275,400

930,000 675,800

728,000 463,000

660,000 420,000
報
酬

期
末
手
当

市長

副市長

議長

市長

給
料

市長

議員

副議長

606,000

給料月額×在職月数×26/100

給料月額×在職月数×47/100

4.2

（支給時期）

任期ごと

任期ごと23,688,000

区分

退
職
手
当

860,000

660,000

590,000

（1期の手当額）

4.2

1,050,000

（参考）類似団体における最高／最低額

給料月額等

10,732,800

720,000

副市長

議員

議長

副議長

副市長
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7．公営企業職員の状況

（1）病院事業

①　職員給与費の状況

　　決算

（注） 1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数は、平成28年3月31日現在の人数です。

②　職員の基本給、平均月収額および平均年齢の状況（平成28年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。

③　職員の手当の状況

ア　期末・勤勉手当

1人当たり平均支給額（平成27年度）

（平成27年度支給割合）

期末手当 勤勉手当

2.60 月分 1.60 月分

（ 1.45　） 月分 （ 0.75 ） 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算       5～15％

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成28年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 定年

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

退職前早期退職特例措置

1人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注） 退職手当の1人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

区分 総費用　A
純損益又は
実質収支

職員給与費　B
総費用に占める （参考）　平成26年度の総費用

職員給与費比率　B/A に占める職員給与費比率

57.1

区分 職員数　A
給与費

1人当たり給与費　B/A
給料 職員手当 期末･勤勉手当 合計 Ｂ

平成27年度
千円 千円 千円 ％ ％

19,608,246 △ 955,897 11,331,410 57.8

千円

1,066 3,981,765 1,625,219 1,605,216 7,212,200 6,766
平成27年度

人 千円 千円 千円 千円

医師 44.6 603,144 1,273,843

看護師 37.8 309,951 498,969

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

松戸市 39.1 349,224 625,905

松戸市病院事業

1,461 千円

松戸市病院事業

20.445 25.55625

事務・医療技術者等 40.3 340,855 566,480

団体平均 40.3 324,472 564,232

（2％～45％）

1,192 17,624

29.145 34.5825

41.325 49.59

49.59 49.59
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ウ　地域手当（平成28年4月1日現在）

％ ％

％ ％

エ　特殊勤務手当（平成28年4月1日現在）

オ　時間外勤務手当

カ　その他の手当（平成27年4月1日現在）

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

医師　　月額 100,100円

助産師　月額 10,000円

看護師　月額 6,000円

支給実績（平成27年度決算） 476,235 千円

一般行政職の制度（支給率）

全地域（医師以外） 10 997 人 10

支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 494,020 円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数（平成28年度）

医師に対する特例 支給率 支給対象職員数（平成28年度） 医師の制度（支給率）

医師 15 115 人 15

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度） 86.7 ％

手当の種類（手当数）（平成28年度） 15

支給実績（平成27年度決算） 554,053 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 598,976 円

入院受入手当 医師 入院患者の受入業務 5,000円/人

観察手当 医師 術後経過観察、重症患者治療 10,000円以内/回

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員支給単価

臨床指導・調査・研究手当 医師 診療業務 月額200,000円以内

自宅待機手当 全職種 救急診療等のため待機を命ぜられた職員
10,000円/月
（5回を超えた1回につき2,000円加
算）

夜間看護手当 看護師・医療技術者 夜間看護等 7,500円以内/回

急患診療手当 全職種 救急診療のため業務に従事した職員 18,000円以内/回

休祭日勤務手当 全職種 休祭日の特別な診療業務 13,000円以内/日

防疫手当 全職種 感染症患者の収容、検診、治療、消毒作業 500円/回

解剖手当 医師・医療技術者 解剖業務 3,000円/体

手術手当 看護師 手術室に勤務 10,000円/月

放射線取扱手当 全職種 放射線等照射業務 200円/日

60,000円以内/回

赴任手当 医師 要請に基づき赴任した医師 200,000円以内/回

特別看護手当 看護師・看護助手 早出、遅出勤務 5,000円以内/月

院内待機手当 医師 救急のため院内待機 19,000円/回

支給実績（平成27年度決算） 224,342 千円

職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 328 千円

派遣手当 医師 要請に基づく診療業務等

手当名 内容および支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

支給実績
（平成27年度決算）

支給職員1人当た

り平均支給年額

（平成27年度決算）

支給実績（平成26年度決算） 212,230 千円

職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 204 千円

扶養手当

P.9と同様

76,902,753 252,140

住居手当 119,940,454 213,417

通勤手当 66,916,906 85,028

円初任給調整手当 異なる
支給対象者
および支給額

186,109,509 円 237,992

管理職手当 210,525,029 622,855

休日勤務手当 161,798 1,172
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(2)水道事業

① 職員給与費の状況

　　決算

（参考）

（注） 1　職員手当には退職手当を含みません。

2　職員数は、平成28年3月31日現在の人数です。

② 職員の基本給、平均月収額および平均年齢の状況（平成28年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注） 平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

③ 職員の手当の状況

ア　期末・勤勉手当

1人当たり平均支給額（平成27年度）

千円

（平成27年度支給割合）

2.60 月分 1.60 月分

（ 1.45 ） 月分 （ 0.75 ） 月分

（加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算       5～15％

（注） （　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

イ　退職手当（平成28年4月1日現在）

（支給率） 自己都合 定年

勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

退職前早期退職特例措置

１人当たり平均支給額　　　　

（注） 退職手当の1人当たりの平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給された平均額です。

区分 総費用　A
 純損益又は

実質収支
職員給与費　B

総費用に占める
職員給与費比率

B/A
平成26年度の総費用に
占める職員給与費比率

9.1

区分 職員数　A
給与費 一人当たり給与費 

給料 職員手当 期末・勤勉手当 合計　Ｂ 　　B/A

平成27年度
　　　　千円 千円　 千円　 ％ ％

1,541,405 71,328 133,475 8.7

区分 平均年齢 基本給 平均月収額

松戸市 44.4 347,129 505,587

千円

22 80,217 19,579 33,679 133,475 6,067
平成27年度

人 千円 千円 　　　　　千円 千円

期末手当 勤勉手当

水道事業

20.445 25.55625

29.145 34.5825

団体平均

水道事業

1,531

44.7 346,797 514,785

41.325 49.59

49.59 49.59

（2％～45％）

実績なし 実績なし
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ウ　地域手当

（平成28年4月1日現在）

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当（平成28年4月1日現在）

オ　時間外勤務手当

カ　その他の手当（平成28年4月1日現在）  

円 円

円 円

円 円

円 円

支給実績（平成27年度決算） 8,628 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 392,176    円

支給実績（平成27年度決算） - 千円

支給職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） - 　円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数（平成28年度） 一般行政職の制度（支給率）

全地域 10 22 10

- - - -

支給実績（平成27年度決算） 1,722 千円

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成27年度） - 　％

手当の種類（手当数）（平成28年度） -

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員1人当たり平均支給年額（平成26年度決算） 103 千円

手当名 内容および支給単価
一般行政職
の制度との

異同

一般行政職
の制度と

異なる内容

職員1人当たり平均支給年額（平成27年度決算） 78 千円

支給実績（平成26年度決算） 2,271 千円

1,517,720 84,318

管理職手当 3,264,720 816,180

支給実績
（平成27年度決算）

支給職員1人当たり
平均支給年額

（平成27年度決算）

扶養手当

P.9　と同様

2,797,500 279,750

住居手当 1,650,000 126,923

通勤手当
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◆職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（1）勤務時間制度（部局別）

1日・1週間当たりの勤務時間、始業・就業時刻、休憩時間、休息時間の状況

通常の日勤職員

勤務時間 1日当たり 7.75時間

1週間当たり　 38.75時間

始業時刻 午前8時30分

終業時刻 午後5時00分

休憩時間 午後0時15分～午後1時00分 (45分間）

その他の職員

夜間勤務（2交代制、3交代制のある交代勤務職場（消防、クリーンセンター、病院等）

休憩時間 勤務時間が8時間以上に1時間以上

※休息時間 平成19年4月1日から廃止

（2）休暇制度{年休・特別休暇(病休含む）・介護休暇、組合休暇}

① 年次有給休暇制度 毎年度4月1日に最高20日付与、翌年度に20日まで繰り越すことが可能

② 特別休暇

夏季休暇 7月から9月までの間に8日以内

結婚休暇 5日以内

忌引休暇 続柄により1日～10日

父母の追悼 実父母の3回忌、7回忌などの行事の日　1日

母体保護時間 妊娠中　30分単位で1日朝夕1時間まで

妊婦検診 妊娠中又は出産後1年以内の職員　必要な時間

妊娠6月まで4週に1回、妊娠7月から9月までは2週間に1回、産後1年まではその間に1回

妻の分娩休暇 分娩の日から2週間以内に3日

男性の育児休暇 妻の出産日の翌日から8週間（小学校就学前の子が別にいる場合、出産予定日の前8週間から出産日後8週間）の間に

生まれた子、又は小学校就学前の子の養育のため、当該期間内において5日以内

育児時間 生後１歳に達しない子を育てるとき、30分単位で1日朝夕1時間まで

子の看護休暇 9歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある子(配偶者の子を含む。)が病気や負傷した場合の看護をするため

に、対象となる子どもが1人の場合は、1年度で5日以内、2人以上いる場合は、1年度で10日以内

短期介護休暇 配偶者、父母、子等が疾病、老齢により日常生活を営むにあたり支障がある場合、1年度で5日以内

公民権行使 必要な時間（選挙等）

裁判員、証人、鑑定人 裁判員、証人、鑑定人として裁判所に出頭するとき、又はこれに準ずるとき、必要な期間

生理休暇 女性が生理時に就業が著しく困難なとき、2日以内

ボランティア休暇 1年度で5日以内

大災害の被災地、被災者への支援

身体障害者療護施設、特別養護老人ホームなどの支援

青少年の健全育成を目的とする活動

ドナー休暇 骨髄移植のための骨髄若しくは末梢血幹細胞移植のため末梢血幹細胞の提供希望の登録、検査、入院等、必要な期間

産前・産後休暇 分娩予定日前8週間(多胎妊娠の場合においては、14週間）前の日から出産日後8週間を経過する日までの期間

災害休暇 市長が必要と認めたとき、必要な期間

③ 介護休暇 配偶者、父母、子等が疾病、老齢により日常生活を営むにあたり支障がある場合、一の疾病に対し180日間　無給

④ 病気休暇 負傷、疾病にかかったとき、医師が療養に必要と認めた期間、最長90日間

⑤ 組合休暇 登録された職員団体の業務、又は活動に従事する期間、1年度で30日まで　無給
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◆職員の分限および懲戒処分の状況

（1）分限処分の処分人数（部局別）

平成27年度分限休職処分者数（延べ人数）

47 人

10 人

14 人

49 人

0 人

120 人

（2）懲戒処分の処分人数（部局別）

平成27年度懲戒処分者数

1 人

0 人

2 人

0 人

0 人

3 人

◆職務の服務状況

（1）年休使用状況（部局別）

① 年次有給休暇の平成27年度平均取得日数 ② 年次有給休暇の平成28年4月1日の平均付与日数

日 日

日 日

日 日

日 日

日 日

（2）育休・部分休業取得状況（部局別）

① 平成27年度育児休業新規取得者数 ② 平成27年度部分休業新規取得者数

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

◆職員の研修および勤務成績の評定の状況

（1）研修の実績（平成27年度・人事課実施分）

休職

病院 休職

水道 - -

部局 人数 処分の種類 処分事由

市長部局等 休職

心身の故障（地方公務員法第28条第2項第1号）
教育委員会 休職

消防局

市長部局等 免職 地方公務員法第29条第1項第1号および第3号

教育委員会 - -

合計

部局 人数 処分の種類 処分事由

水道 - -

合計

消防局 減給（1人）、戒告（1人） 地方公務員法第29条第1項第1号および第3号

病院 - -

教育委員会 14.6 教育委員会 37.5

消防局 13.4 消防局 38.6

部局 日数 部局 日数

市長部局等 11.5 市長部局等 37.8

部局 人数 部局 人数

市長部局等 29 市長部局等 19

病院 11.3 病院 36.2

水道 10.9 水道 38.0

病院 29 病院 1

水道 0 水道 0

教育委員会 0 教育委員会 1

消防局 1 消防局 0

特別研修 特定の行政課題に対応するために必要な知識・技能の習得 27 1,673人

実務研修 実務遂行に必要な知識・技能の習得 11 803人

区　分 研　修　内　容 コース数 人数

基本研修 役職および勤務年数等に応じた基本的な知識・技能の習得 26 1,344人

派遣研修 職務の専門的かつ総合的な知識・技能の習得のため専門機関へ派遣 273 354人

合　　計 337 4,174人
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（2）職員の人事評価に関する状況（平成27年度）

◆職員の福祉および利益の保護の状況

（1）千葉県市町村職員共済組合、公立学校共済組合

地方公務員等共済組合法に基づき、健康保険に相当する短期給付、厚生年金保険に相当する長期給付事業等を行っています。

（2）千葉県市町村職員互助会

千葉県市町村職員共済組合が実施する福利厚生制度を補完するための組織です。千葉県内の市町村等の職員を会員とし、

会員の掛金と市の負担金により、出産費助成、介護休暇助成等の給付事業を行っています。

（3）松戸市役所職員共済組合

地方公務員法第42条に基づき、職員の元気回復、その他厚生に関する事業を実施していますが、この組織は、現在、市からの

交付金（公費支出）はなく、組合員（職員）の掛金だけで運営されています。

（4）健康診断の実施状況

労働安全衛生法に基づき、年一回職員に対して健康診断を実施しています。

（5）公務・通勤災害件数(部局別）(平成27年度）

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

人 人 人 人

※認定には、前年度「申請」分も含みます。 ※認定には、前年度「申請」分も含みます。

◆公平委員会の業務の状況

評価期間 平成26年10月1日から平成27年9月30日

対象者 平成27年9月末日に在職する職員（臨時職員、非常勤職員、条件付採用期間中職員等を除く）

対象職員数 2,999人

定期健康診断及び
生活習慣病予防検査（35歳以上）

1,306 人

特殊業務等健康診断 88 人

評価項目
独創性、理解判断力、評価力、指導監督力、職務知識、企画立案力、折衝力、協調性、積極性、責
任感、研究心、服務規律、正確性、仕事の早さ、仕事の成果、応対力、言語表現力、文書表現力、
計数力、勤勉性、即応性、熟練性

区分 受診者数

定期健康診断（35歳未満） 726 人

市長部局等 10 8 市長部局等 3 3

公務災害 申請 認定 通勤災害 申請 認定

消防局 7 6 消防局 0 0

教育委員会 5 4 教育委員会 0 0

4

水道 0 0 水道 0 0

病院 2 1 病院 1 1

1．勤務条件に関する措置の要求の状況 該当なし

2．不利益処分に関する不服申立ての状況 該当なし

合計 24 19 合計 4
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